
土地売買の所有権移転手続において、権利

証がなかったことから、本人確認情報提供制

度に基づき、司法書士が運転免許証により本

人確認を行ったが、その免許証の外観、形状

の確認が不十分なものであり、偽造運転免許

証であることを発見できなかった過失がある

として、不法行為責任が認められた事例（東

京地裁平成20年11月27日判決　一部認容　判

例時報2057号107頁）

１　事案の概要

本件は、土地所有者Ｃになりすました人物

（厳密には、その人物の息子と称する者Ｂ）

との間で売買契約を締結し、売買代金を騙し

取られたと主張する原告Ｘが、Ｃと称する上

記人物について本人確認情報を提供した司法

書士である被告Ｙ1及び同人が社員となって

いる被告司法書士法人Ｙ2に対し、被告Ｙ1に

は誤った本人確認情報を提供した過失がある

などと主張して、損害賠償を求めた事案であ

り、事案の主な経緯は下記のとおりである。

盧 Ｙ1は、平成18年11月14日、ＣからＢへ

の所有権移転登記をＢより依頼されたが、権

利証がなかったため、Ｃの本人確認をするこ

ととし、Ｙ1は、同月15日、Ｃと称する者と

面談を行った上で、印鑑証明書及び運転免許

証の提示を受けた。その際、免許証がケース

に入っていたため、ケース入りのまま免許証

の確認をしただけで、ケースから取り出して

免許証そのものを手にとって材質、厚みを確

認するなどはしなかった。

盪 ＸとＢは、Ｙ1の立会いの下、同年12月

６日、代金を２億円とする売買契約を締結し、

Ｘは同月７日に２億円を支払った。

蘯 同日、本件土地については、所有権移転

登記申請手続が行われ、その申請に当たって

は、Ｙ1の本人確認情報が提出されていた。

ところが、Ｃからは「不正登記防止申立書」

が提出されていたため、登記官においてＣと

面談をしたところ、Ｃは「本件登記申請の委

任行為をしたことは一切ない。」「Ｙ1とも面

識がない。」「押印されている印鑑も自分所有

のものではない。」と申し立て、更に、登記

官から調査を受けたＹ1も、Ｃ本人の運転免

許証と、Ｙ1が本人確認をした際に確認した

免許証とは異なることなどを認めた。その結

果、登記官は、登記申請を却下した。

盻 なお、Ｂは、本件訴訟において共同被告

として訴えを提起されものの、同人に対する

訴えは、分離され、公示送達の上（Ｂは平成

19年１月11日から行方不明となった）、請求

認容判決がされるに至っている。

２　判決の要旨

裁判所は、以下のように述べて、Ｘの請求

を一部容認した。
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盧 Ｙ1の過失責任

以下の理由により、Ｙ1の過失を認定した。

①本人情報の提供をする司法書士等が、その

前提として本人確認を行うのに当たって

は、登記義務者本人に対する事前通知制度

に代替し得るだけの高度の注意義務が課せ

られる。

②Ｙ1は、Ｃとは面識がなく、本人確認のた

めの客観的な手掛かりとなる資料は運転免

許証のみであったことから、運転免許証に

基づく本人確認が適正に行われるために

は、その前提として、運転免許証そのもの

が真正なものであることが必要である。

③本人確認を行うＹ1としては、最低限免許

証の外観、形状を見分して不審な点がない

ことを確認した上で、貼付された写真との

容貌の照合等、免許証に記載された情報と

の同一性を確認すべきであった。

④Ｙ1は、ケースに入ったままの免許証を手

渡され、中身をケースから出すこともしな

いまま、免許証が真正なものであると判断

したものであるが、ケース入りのままでは

運転免許証の外観、形状に異常がないかど

うかを十分に確認することができないこと

は明らかである。また、中身の確認は容易

に行うことができる事柄であることからす

ると、Ｙ1による免許証の外観、形状の確

認は、本人確認を行う司法書士に求められ

る確認としては不十分なものであったとい

わざるを得ない。加えて、Ｙ1が免許証を

ケースから取り出して、その外観、形状を

確認していれば、それが偽造運転免許証で

あることを発見できた可能性は十分にあっ

たものということができる。

盪 過失相殺の要否

原告自身も本人確認を行っていないのであ

るから過失があることは否定できないが、原

告がＣに対する本人確認をしなかった事情

や、司法書士という資格の保有者であるＹ1

が本人確認を行っている事情から、過失割合

は２割程度と認定した。

蘯 以上より、被告らは、原告に対して、１

億7038万円余の損害賠償義務を負うと判示し

た。

なお、本件は、控訴されたが、その後、和

解が成立している。

３　まとめ

平成16年の不動産登記法の改正により、登

記済証の代用制度としての保証書制度を廃止

する代わりに、旧法の事前通知制度を厳格化

した事前通知制度が導入され、さらに資格者

代理人による本人確認情報提供制度が導入さ

れた（同法23条）。同制度による本人確認に

おいては、運転免許証等の提示を求めて行う

こととされている（不動産登記規則72条）。

本件は、この本人確認情報提供制度に基づ

き、司法書士が運転免許証により本人確認を

行った事例について、本人確認を行うのに当

たっては高度の注意義務が必要であるとした

上で、運転免許証の確認が不十分なものであ

り、偽造運転免許証であることを発見できな

かった過失があるとして不法行為責任が認め

たものであり、改正後の不動産登記法の実務

上参考になる事例である。

また、宅地建物取引業者も犯罪による収益

の移転防止に関する法律に基づき顧客につい

て本人確認を行う義務があり、顧客が個人で

ある場合には、運転免許証等の公的証明書等

により本人特定事項（氏名、住居、生年月日）

を確認しなければならないこととされてお

り、宅地建物取引業者にとっても参考になる

事例である。

（総括主任研究員）
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